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阪神 ・淡路大震災後の人口の動き

酒 井 高 正*

OnthePopulationTrendsaftertheGreatHanshin-AwajiEarthquake

TakamasaSAxAI

要 旨

本報告では、阪神 ・淡路大震災後の被災地の状況のうち、人口の面に着 目してその動向を調べ、災害

時の人々の動きを把握することにより、今後の防災対策を考えるうえでの一助にすることを目的とする。

まず、各種統計から人口数の推移を把握する。そ して被災地の人口動向のうちで、被災地から脱出する

人々の動きを取り上げた。具体的には神戸市民の神戸市外への移動(い わゆる疎開)状 況の傾向を調べ、

災害時の周辺および全国各自治体の被災者受け入れ状況を考察 した。その際、人口地理学的分析を取り

入れ、平時の人口移動との比較を行うことにより、疎開移動の特色を明確化させた。他にも、児童 ・生

徒の転校からも人の動きを追ってみた。

1.は じめ に

阪神 ・淡路大震災による被害で最 も衝撃的なものと しては、6,000余 名を数 えた死者をまず

挙げなければならない。そ して地震動 ・火災 ・崖崩れなどにより破壊 された各種建築物の被害

もその衝撃的な映像がマスコミにより大き く取 り上げ られたこともあ り、代表的な被害として

認識 された。その後、復興のための街づ くりが全体に遅れつつ地域差も生 じてきていることが

指摘 されるようになってきた。一方で、生きながらえることはできたものの、さまざまな理由

により何 らかの面で震災前の生活に くらべマイナスの変化を生 じた人の数は百万人単位 になる

ものと思われる。人的な面か ら震災は、以前の生活を取 り戻す ことができるまでは続いている

のだということもできる。そ うした意味で、人 口に関連す る面からも避難状況や仮住まいに関

して等の調査 ・分析が行われつつある1)こ とは注 目される。

本報告では、特に住居などに被害を受けてやむなく住居を移 した市民の実態を検討するため、

震災後の居住地移動に焦点をあてて、様々な見地か ら、移動状況の傾向を調べ、災害時の周辺

および全国各 自治体の被害者受け入れについても考えてみたい。
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H.研 究方法

上記の 目的のため、本稿では幅広い資料に目を配ったうえで、集計 レベルのみならず非集計

レベルのデータを重点的にとりあげる。具体的には、まず全般的な動向を把握するため官公庁

の人 口統計の数字2)を 用いる。さらに、個票 レベルでの移動データとして 広報誌の送付先を閲

覧 し、これをデータベース化 して集計することにより、移動そのものの具体的な動きを把握で

きるようにする。

さらに、傍証的に児童 ・生徒の転校先も移動デー タとして扱 うことにより、特定の集団の人

口移動の動向にも触れてみ る。

ただ し、建築物等の損壊などは外観か ら把握 される部分も多いのに対 し、人的な被災状況に

関 しては、観察だけでは把握できないことや個人のプライバシーの問題 も大きく、住民側から

行政への届け出や行政側からの住民の把握の程度があま り高いとはいえない。 こうした点の吟

味 も該当個所において行 ってい く。

皿.各 種人ロ統計の数字から

まず、人 口の動向の概要を表1に 掲げた各種統計のおもな数字の動きから追 ってみる。既存の

統計の震災後における数値によるものであり、震災からひきおこされる移動をそのまま示す数字では

ないが、震災前 との比較により間接的に震災後の移動を推測することがで きるものが多い。

1.～3.お よび7.は 、各 自治体が5年 ごとの国勢調査数値をベースにして、出生 ・死亡・

転入 ・転出などの異動届の数により毎月の現住人 口の数値を推計する統計の、震災より1ケ 月

半または2ケ 月半あとの数値をみたものである。 この統計の信頼性は、住民異動届の提出率次

第 ということになる。 この点、神戸市生活再建本部が1996年7月 末の段階で仮設住宅の入居者

名簿と住民基本台帳の照合を行 った結果、住民票を旧住所に残 したままの住民が多 く、仮設住

宅の地区により差はあるものの5～8割 の入居者が住民票 と食い違 う場所に住んでいるとされ

た3)。 これ ら西宮市 ・神戸市 ・兵庫県の数字は、いずれ も1年 前に比べ大きく人口が減少 して

いることを示 しているが、転出届な しに転出 したケースがあったことを想定す ると、実際はさ

らに大きな転出の流れがあったことになる。

4.～6.は 全国統計の数値になるが、4.と5.は やは り住民異動届か ら集計 された数字

であ り、届の出される率の問題は大きい。また、県全体の数字になるが、転出増と転入減か ら

転出超過 とな り、その傾向は特に1995年 前半に強いわけだが、後半 も転出者数約5万4千 人 ・

転入者数約4万8千 人で転出超過が続いていることに注意 しなければな らない。6.の 国勢調

査デー タは、より実態に近い数字を表 しているものと考えられ、 これか らも人口減少は明らか

になっている。5年 間隔の国勢調査ゆえに1990年 との比較で検討せ ざるをえないものの、震災

後の同じ年の内に行われているので被災の実態を詳 しく把握することができる。この調査の今

後の集計が待たれるところである。

IV.疎 開先 の個票デー タか ら

ここで、主に使用す る資料は、神戸市広報課による広報誌郵送先の個別データを利用 した。

この広報誌は神戸市が復興施策などを市民に周知す るために無償で配布 されるもので、市外に

転居(疎 開)し ている元住民にもハガキで募った希望者には無料で郵送サービスが行われてい
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表1阪 神大震災後の人口移動をめぐる主な数字から

1995年3月1日 現 在 の 西 宮 市人 ロ …415,410人

前 年比 約9,000人 減 、 前 年 比5,600人 減 、

2月 の転 出 数 約8,100人(例 年2千 人 台)

1995年4月1日 現 在 の神 戸 市 人 ロ…1,486,127人

前 年比15,967人 減 、2年 ぶ りに150万 人 割 る

(1月 中 の減 少5,978人 、2月 中 の減 少12,293人)

東 灘 区5,380人 減 、長 田区2,619人 減 ～ 西 区1,568人 増 、 北 区344人 増

[市 、推 計 人 ロ… 国勢 調 査 人 口を転 出入 者 数 で調 整]

1995年4月1日 現在 の兵 庫 県 人 ロ…5,466,316人

前 年 比29,366人 減(前 年 の 数 字 は5,880人 減)

(1月 中 の減 少10,927人 、2月 中 の減 少20,080人)

1995年1～6月 兵庫県の転出者数約12万1千 人(前 年同期比63%増)、

転入者数約6万8千 人(前 年同期比17%減)、8年 ぶりの転出超過

[総務庁、住基台帳人口移動報告]

1995年 年間兵庫県の転出者数約17万5千 人(前 年比44%増)

転入者数約11万6千 人(前 年比13%減)、8年 ぶりの転出超過

1995年10月1日 兵 庫 県 人 口5,401,890人

1990年 比3,150人 減 、1947年 臨時 国 勢 調査 以来 初 の 減 少

[総務庁、住基台帳人口移動報告]

1996年5月1日 神 戸 市 人 口1,419,938人

前 月比4,218人 増 、震 災 以 来初 の増 加(減 少期 間 中 に約10万 人減)

る。1995年7月 現在での1万 名弱の郵送先 リス トには、氏名 ・新旧住所 ・住所種別などが記載

されているが、氏名以外の部分のデータを閲覧 し整理 ・分析 した。災害時の一時的転居の場合

は住民票異動届が出されない場合も少ないと考えられるが、この リス トは住民票 とは リソクし

ていないため、いずれ神戸市にもどる意志があるために広報誌で市に関す る情報を求める住民

が多数登録 されていると考えられ、疎開行動を把握するためには適 当なデー タであろう。 ここ

では、その概要と暫定集計による予察的分析結果を紹介す る。

まず、旧住所の区別にお よその人数をみると、多い区か ら東灘3,000、 灘1,700、 長田1,300・

須磨900、 兵庫500、 中央470、 垂水150、 北40、 西20と なる。同時期の区別の避難者数 と比較す

ると、避難者が最 も多い長田で疎開者が比較的少なく、東灘は避難者数の割に疎開者数が大き

な数となっている。市外への疎開が近隣の避難所への避難 より大きな経済負担を強いるものと

すれば、東灘区民は長田区民より負担力が大きか ったことを示す。疎開先での住居種類の割合

を調べても同様の指摘をす ることができる。

また、疎開先(送 付先)の 傾向をみるため、人数の多い東灘 ・灘 ・長田 ・中央 ・兵庫 ・須磨

の6区 について、送付先を集計 し、住民基本台帳移動報告年報による1994年 神戸市か らの転出
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表2区 別旧住所による広報誌送付先

東 灘 区 灘 区 長 田 区 中 央 区 兵 庫 区 須 磨 区 ☆1994神 戸市

広報誌送付先 人 ※ 人 ※ 人 ※ 人 ※ 人 ※ 人 ※ 人 対全国%

北 海 道 ・東 ゴヒ 11 24.49 4 26.94 7 36.11 4 56.05 2 16.79 4 29.66 810 1.51

関東(東京以外) 74 27.54 43 48.40 46 39.66 19 44.50 11 15.43 32 39.66 4846 9.05

東 京 54 30.65 11 ... 24 31.56 12 42.85 24 51.34 21 39.68 3178 5.93

北 陸 ・甲信 越 22 40.99 6 33.81 8 34.53 7 82.07 4 28.09 3 18.61 968 1.81

東 海 65 49.34 20 45.92 32 56.28 12 57.32 24 ・i・ 18 45.50 2376 1!1

滋 賀 46 133.39 9 78.93 15 100.77 6 109.48 10 109.29 7 67.59 622 1.16

京 都 92 110.77 35 127.46 40 111.58 12 90.92 24 108.91 27 108.24 1498 2.80

大 阪 1354 332.31 389 288.75 319 181.38 157 242.46 202 186.86 221 :!・1 7349 13.72

兵 庫 997 80.46 351 85.67 646 120.78 166 84.30 363 110.42 473 127.la 22349 41.72

奈 良 91 219.72 25 182.57 19 106.28 9 136.74 20 182.01 12 96.47 747 1.39

和 歌 山 15 54.44 10 109.76 5 42.04 4 91.34 7 95.75 4 48.33 497 0.93

岡 山 33 53.77 18 ii 39 147.21 15 153.79 26 159.67 29 157.33 1107 2.07

中国(岡山以外) 41 33.10 25 61.05 23 43.02 15 76.20 28 85.20 13 34.95 2234 4.17

四 国 46 43.51 22 62.93 24 52.59 18 107.13 21 74.86 11 34.64 1907 3.56

九 州 ・i中 縄 29 16.98 14 24.79 35 47.47 16 58.94 22 48.54 17 33.14 3081 5.75

計 2970 982 1282 472 788 892 53569 100.00

※:疎 開先の対全国比/神 戸市1994住民基本台帳移動先の対全国比×100神 戸市広報誌送付先データより集計

☆:1994年 住民基本台帳人口移動の神戸市からの転出先

先の対全国構成比との比較も行 った(表2)。 各区とも近県への疎開が卓越 しているが、大阪

側の東灘では大阪府への疎開が、市域西部の長田区では兵庫県内市町村への疎開が目立つ。中

間部をみると中央区あた りまでは東側への移動の傾 向の強さがみ られ、全体的には疎開が東側

の方向へ卓越 していると考えることができる。災害の中心地か ら外側へ向かう方向で受け入れ

が行われる傾向としてとらえることができる。
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表3被 災地の児童 ・生徒の転校状況
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V.転 校児童 ・生徒 の動 き

時期的に転校児童 ・生徒の数の推移を検討す ると、図2か ら震災か ら半.月ほどで爆発的に増

加 した後、4月 の新年度初めには何 らかのかたちで もとの学校に復帰 した児童 ・生徒が多いこ

とがわかる。

表3で その転校先を全国的見地から検討 した。こちらの転校人数は広報誌送付先件数よりは

るかに多いので、都道府県別にまとめてみた。やはり、近隣府県への転校が極端に多いので、

前章と同様に震災前の通常の人 口移動の構成比 との比をとって検討 してみた。 こちらの場合は、

大阪 ・奈良を筆頭に近隣府県への転校の傾向の強さが現れているが、東 日本で比較的1未 満の

県が多いのに比べ、西 日本では1を 越える県が多 く、やや西 日本に移動傾向が強いことがわかる。

V【.お わ りに

今回の分析では、広報誌送付先のデー タについて、旧住所 ・送付先 ともに番地までわかって

いながら区単位集計での検討にとどまった。GISに よる防災デー タベースに リソクさせ、個

別のデータの位置を地図上に同定 して、地域属性との関連 も念頭においた分析を行うことが今

後の研究課題 として残 されている。

単 位:人
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横軸1目 盛:20日 間 文部 省 発 表 に よる

図2被 災 して 転 校 した 児 童 ・生 徒 数 の 推 移
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付 記

本報告は第48回 日本人口学会大会(1996年6月 、関東学園大学)に おいて自由論題報告として口頭発表 した

内容に基づいている。

広報誌送付先データを閲覧させていただいた神戸市広報課に感謝いた します。

へ　

.〉 王

1)印 刷物にな?た ものの例としては、高橋眞一 「震災とその後の人口動態」(統 計47-11,1996)な ど。

2)お もに報道発表されたものを使用 した。

3)朝 日新聞大阪本社版1996年9月25日 付夕刊記事による。なお、1996年3月 に生活再建本部が入居契約書を

もとに入居者名簿を作成 したことのより初めてこうした照合が可能になったとされている。

Summary

Thispaperaimstomakeahelptotheideaofthedisasterpreventioninthefuturebypaying

attentiontothepopulationtrendsinthedevastatedareaaftertheGreathanshin-Awajiearthquake,

examiningthetrend,andunderstandingthemovementofpeopleatthecalamity.Firstofall,the

changesofthepopulationareunderstoodfromvariousstatistics.Then,themovementofpeople

whoescapedfromthedevastatedareaistakenupamongthepopulationtrendsofthedevastated

area.

Thetendencyoftheout-migrationfromKobe-city(so‐calledevacuation)isexaminedandthe

struckpersonacceptancesituationofthecircumferenceofthecalamityandtheroleofeachlocal

governmentisconsidered.Inthatcase,thetraitoftheevacuationmovementwasclarifiedbya

populationgeographyanalysisandcomparingwiththepopulationmovementatpeacetime.

Anothermovementwaschasedfromthetransferofschoolstudents.

＼




